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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

自立経済発展資源の創出実 施 項 目：

アジア経済戦略構想推進・検証事業（継続）重点施策事業名：

平成 29年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
アジア経済戦略構想に基づき、同構想の施策の検証・推進を図ることを目的と

して、同構想の推進・検証委員会及び同委員会専門推進部会の運営、戦略構想に
掲げる海外重点市場の動向等に関する調査業務、シンポジウム開催、構想ＰＲに
関する広報等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

アジア経 25,360 １ アジア経済戦 23,026 １ アジア経済戦 最終予算額
済戦略構 略構想推進・検 略構想推進・検 25,360
想推進・ 証事業 証事業 執行率
検証事業 90.8％

・沖縄県アジア経 ・沖縄県アジア経 不用額
済戦略構想構想推 済戦略構想構想推 2,334
進・検証委員会及 進・検証委員会及
び部会の開催。 び３つの専門推進

部会を設置し、各
２回開催した。

・戦略構想に掲げ ・戦略構想に掲げ
る海外重点市場の る海外重点市場の
動向等に関する調 動向等に関する調
査の実施。 査を実施した。

・戦略構想に対す ・戦略構想に対す
る理解を深めるた る理解を深めるた
めの情報発信。 め、シンポジウム

を１回開催した。
また、テレビ、ラ
ジオ等を活用した
広報を実施した。

３ 事業の効果 /課題
(1) アジア経済戦略構想推進・検証事業

効果： 「沖縄県アジア経済戦略構想推進・検証委員会｣等を開催し、令和元
年 11月に委員会から知事へ提言を行った。これを踏まえ、同構想の実施
計画である「沖縄県アジア経済戦略構想推進計画」を令和２年３月に改
訂した。

課題： 「沖縄 21世紀ビジョン基本計画」に掲げる成果指標等の達成を後押し
するため、引き続き同構想の実現に向けた取組を推進する必要がある。
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自立経済発展資源の創出実 施 項 目：

アジア経済戦略構想推進・検証事業（継続）重点施策事業名：

平成 29年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
アジア経済戦略構想に基づき、同構想の施策の検証・推進を図ることを目的と

して、同構想の推進・検証委員会及び同委員会専門推進部会の運営、戦略構想に
掲げる海外重点市場の動向等に関する調査業務、シンポジウム開催、構想ＰＲに
関する広報等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

アジア経 25,360 １ アジア経済戦 23,026 １ アジア経済戦 最終予算額
済戦略構 略構想推進・検 略構想推進・検 25,360
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進・検証委員会及 進・検証委員会及
び部会の開催。 び３つの専門推進

部会を設置し、各
２回開催した。

・戦略構想に掲げ ・戦略構想に掲げ
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動向等に関する調 動向等に関する調
査の実施。 査を実施した。

・戦略構想に対す ・戦略構想に対す
る理解を深めるた る理解を深めるた
めの情報発信。 め、シンポジウム

を１回開催した。
また、テレビ、ラ
ジオ等を活用した
広報を実施した。

３ 事業の効果 /課題
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年 11月に委員会から知事へ提言を行った。これを踏まえ、同構想の実施
計画である「沖縄県アジア経済戦略構想推進計画」を令和２年３月に改
訂した。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

自立経済発展資源の創出実 施 項 目：

女性のおしごと応援事業（継続）重点施策事業名：

平成 27年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 労働政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
女性が働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進するた

め、女性のキャリアアップに繋がる支援や女性が働き続けられる労働環境づくり
に向けた企業への支援を行う。

（単位：千円）２ 事業の実績

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

女性のお 36,361 １ 女性のおしご 35,996 １ 女性のおしご ☆
しごと応 と応援事業 と応援事業 最終予算額
援事業 ①個々の女性向け ①個々の女性向け 36,361

( 1 )有資格者（キ ( 1 )有資格者（キ 執行率
ャリアコンサルタ ャリアコンサルタ 99.0％
ント）による仕事 ント）による仕事 不用額
よろず相談 よろず相談 365
( 2 )キャリアアッ 相談者 759人
プ・スキルアップ ( 2 )キャリアアッ
セミナーの開催 プ・スキルアップ

セミナーの開催
開催数 34回
受講者 1,142人

②事業所向け ②事業所向け
平成 28年度に作成 平成 28年度に作成
した「女性が働き した「女性が働き
続けられる職場づ 続けられる職場づ
くり支援プログラ くり支援プログラ
ム」の周知・啓発 ム」の周知・啓発
・普及 ・普及

実施企業数 20社

３ 事業の効果 /課題
(1) 女性のおしごと応援事業
効果： キャリアコンサルタントによる相談対応やスキルアップ、キャリアア

ップセミナーを通して、就業を希望する女性の意欲と能力を引き出し、
働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進すると
ともに、平成 28年度に作成した「女性が働き続けられる職場づくり支援
プログラム」に基づき、県内企業・事業所に対し、実践講座の開催及び
専門家派遣を実施。女性が働き続けられる職場づくりに向けて、自社で
の取組み推進に必要なスキルを習得させ、主体的に取り組めるよう育成
した。

課題： これから働く女性、現在働いている女性も含め、全ての女性を対象に
引き続き支援を続けていくとともに、女性が働き続けられる環境を整備
していく必要がある。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

自立経済発展資源の創出実 施 項 目：

グローバル産業人材育成事業（継続）重点施策事業名：

平成 30年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内企業の海外展開等を牽引するグローバル人材の育成を推進するため、海外

展開に積極的な県内企業等を対象に、国内外ＯＪＴ派遣、海外専門家等の招聘研
修に要する経費に対して補助支援を行う他、海外展開に向けた集合研修（セミナ
ー）を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

グローバ 70,347 １ グローバル産 53,484 １ グローバル産 ☆
最終予算額ル産業人 業人材育成事業 業人材育成事業

材育成事 ・海外展開に積極 ・県内企業等を対 70,347
業 的な企業を対象に 象に、海外企業へ 執行率

国内外 O J T派遣、 の O J T派遣 1 0人、 76.0％
海外専門家等の招 海外専門家の招へ 不用額
へい研修に要する い８件に対し補助 16,863
経費に対して補助 支援を行った他、
支援を行う他、海 海外展開に向けた
外展開に向けた集 集合研修（セミナ
合研修 セミナー ー）を実施した。（ ）
を実施する。

３ 事業の効果 /課題
(1) グローバル産業人材育成事業
効果： 本事業を活用した企業のアンケートによると、研修目標の達成度や習

得度について、全員が「達成又は習得した」と答えており、うち８割が
「学んだことを活用し業務に取り組んでいる」としており、本事業が県
内企業の海外展開計画を推進する一助となっている。

課題： 世界的な新型コロナウイルス感染拡大の影響により、海外への渡航が
制限されており、ＯＪＴ派遣や海外専門家招へいができず、これまでの
事業内容の一部実施が見送られている。当面はオンラインによるセミナ
ー研修を実施することとしているが、今後のグローバル産業人材育成の
あり方について検討する必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

自立経済発展資源の創出実 施 項 目：

女性のおしごと応援事業（継続）重点施策事業名：

平成 27年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 労働政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
女性が働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進するた

め、女性のキャリアアップに繋がる支援や女性が働き続けられる労働環境づくり
に向けた企業への支援を行う。

（単位：千円）２ 事業の実績

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

女性のお 36,361 １ 女性のおしご 35,996 １ 女性のおしご ☆
しごと応 と応援事業 と応援事業 最終予算額
援事業 ①個々の女性向け ①個々の女性向け 36,361

( 1 )有資格者（キ ( 1 )有資格者（キ 執行率
ャリアコンサルタ ャリアコンサルタ 99.0％
ント）による仕事 ント）による仕事 不用額
よろず相談 よろず相談 365
( 2 )キャリアアッ 相談者 759人
プ・スキルアップ ( 2 )キャリアアッ
セミナーの開催 プ・スキルアップ

セミナーの開催
開催数 34回
受講者 1,142人

②事業所向け ②事業所向け
平成 28年度に作成 平成 28年度に作成
した「女性が働き した「女性が働き
続けられる職場づ 続けられる職場づ
くり支援プログラ くり支援プログラ
ム」の周知・啓発 ム」の周知・啓発
・普及 ・普及

実施企業数 20社

３ 事業の効果 /課題
(1) 女性のおしごと応援事業
効果： キャリアコンサルタントによる相談対応やスキルアップ、キャリアア

ップセミナーを通して、就業を希望する女性の意欲と能力を引き出し、
働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進すると
ともに、平成 28年度に作成した「女性が働き続けられる職場づくり支援
プログラム」に基づき、県内企業・事業所に対し、実践講座の開催及び
専門家派遣を実施。女性が働き続けられる職場づくりに向けて、自社で
の取組み推進に必要なスキルを習得させ、主体的に取り組めるよう育成
した。

課題： これから働く女性、現在働いている女性も含め、全ての女性を対象に
引き続き支援を続けていくとともに、女性が働き続けられる環境を整備
していく必要がある。
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３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄国際物流ハブ活用推進事業
効果： 航空コンテナスペース確保事業を活用した沖縄からの輸出量が、事業

開始前の月平均 0.4トンに比べて、令和元年度は 39.9トン（約 99.7倍 、）
前年度比約 100％（平成 30年度 39.9トン）となり、県産品等の海外販路
拡大に繋がった。

課題： 県産品を安定的に輸出するためには、沖縄フェア等による認知度向上
や小売店舗等における商品の定番化が重要である。このため、海外消費
者に対する PRや小売店舗との連携・協力体制の構築などを継続的に取り
組む必要がある。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

社会資本・産業基盤の整備実 施 項 目：

沖縄国際物流ハブ活用推進事業（継続）重点施策事業名：

平成 22年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
沖縄国際物流ハブ機能を活用し、県産品の海外販路拡大を促進することで、物

流産業と製造業の活性化による産業振興を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄国際 321,580 １ 沖縄国際物流 288,235 １ 沖縄国際物流 ☆
物流ハブ ハブ活用推進事 ハブ活用推進事 最終予算額
活用推進 業 業 321,580
事業 執行率

89.6％
・航空コンテナス ・航空コンテナを 不用額
ペース確保による 借上げて県産品輸 33,345
県内事業者の海外 出事業者への物流
展開支援を行う。 支援を実施した。

（約 478トン）

・台湾の海外見本 ・台湾の海外見本
市出展等の支援を 市への出展を行っ
行う。 た （１件）。

・県産品海外販路 ・県産品海外販路
拡大のため、沖縄 拡大のため、沖縄
フェア等の開催支 フェア等を開催し
援を行う。 た （ 12件）。

・県産品定番化の ・県産品定番化の
ため、小売店舗で ため、小売店舗で
のプロモーション のプロモーション
やテスト販売の支 やテスト販売を実
援を行う。 施した （ 11件）。

・県内事業者の海 ・県内事業者の海
外渡航、販路拡大 外渡航（ 150件 、）
支援や海外バイヤ 販路促進支援 ( 4 0
ーの招聘など、県 件）や海外バイヤ
内と海外事業者の ーの招聘（ 19件）
商流構築支援を行 など、県内と海外
う。 事業者の商流構築

支援を行った。
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３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄国際物流ハブ活用推進事業
効果： 航空コンテナスペース確保事業を活用した沖縄からの輸出量が、事業

開始前の月平均 0.4トンに比べて、令和元年度は 39.9トン（約 99.7倍 、）
前年度比約 100％（平成 30年度 39.9トン）となり、県産品等の海外販路
拡大に繋がった。

課題： 県産品を安定的に輸出するためには、沖縄フェア等による認知度向上
や小売店舗等における商品の定番化が重要である。このため、海外消費
者に対する PRや小売店舗との連携・協力体制の構築などを継続的に取り
組む必要がある。
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３ 事業の効果 /課題
(1) 全国特産品流通拠点化推進事業
効果： 沖縄大交易会には、国内外から 301社のバイヤー、 342社のサプライヤ

ーが沖縄に集結し、事前マッチング型個別商談会としては国内最大級の
国際食品商談会となった（商談件数： 3,218件 。国内でのハブ活用促進）
商談会での商談は計 324件となった。また、航空コンテナスペース確保
については、新型コロナウィルスの影響等により、取扱量が想定を下回
った。

課題： 那覇空港の貨物ハブ機能を活かし、全国の農林水産物・食品等に加え
て、他の高付加価値製品についてもアジア向け流通拠点・輸出拠点を形
成する必要がある。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

社会資本・産業基盤の整備実 施 項 目：

全国特産品流通拠点化推進事業（継続）重点施策事業名：

平成 25年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
那覇空港の貨物ハブ機能を活かし、全国の農林水産物・食品等のアジア向け流

通拠点・輸出拠点を形成することにより、沖縄経由の貨物量増加や、関連企業誘
致による雇用拡大を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

全国特産 601,763 １ 全国特産品流 376,831 １ 全国特産品流 ☆
品流通拠 通拠点化推進事 通拠点化推進事 最終予算額
点化推進 業 業 473,991
事業 執行率

・物流ハブの貨物 ・他県と連携した 79.5％
量 増 加 を 図 る た ハブ活用促進商談 不用額
め、他県と連携し 会（４県）や海外 97,160
たハブ活用促進商 での商談会等（１

） 。談会や海外での商 か国 を開催した
談 会 等 を 開 催 す
る。

・物流ハブの貨物 ・航空コンテナを
量 増 加 を 図 る た 借上げて全国特産
め、航空コンテナ 品等の輸出事業者
を借上げて全国特 への物流支援を実
産品等の輸出事業 施した（約 9 4 6ト
者への物流支援を ン 。）
実施する。

・県内事業者の全 ・県内事業者の県
国特産品の海外展 外渡航（ 2 2件 、）
開 を 促 進 す る た 海外バイヤーの招
め、県外渡航や海 聘（１件）支援を
外バイヤーの招聘 行った。
支援を行う。

・全国特産品の流 ・沖縄大交易会開
通拠点化を促進す 催を支援した（参
るため、沖縄大交 加者 6 4 3社、商談
易会開催を支援す 件数 3,218件 。）
る。
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３ 事業の効果 /課題
(1) 全国特産品流通拠点化推進事業
効果： 沖縄大交易会には、国内外から 301社のバイヤー、 342社のサプライヤ

ーが沖縄に集結し、事前マッチング型個別商談会としては国内最大級の
国際食品商談会となった（商談件数： 3,218件 。国内でのハブ活用促進）
商談会での商談は計 324件となった。また、航空コンテナスペース確保
については、新型コロナウィルスの影響等により、取扱量が想定を下回
った。

課題： 那覇空港の貨物ハブ機能を活かし、全国の農林水産物・食品等に加え
て、他の高付加価値製品についてもアジア向け流通拠点・輸出拠点を形
成する必要がある。
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課題： 海外向け取扱貨物量拡大に向けベースカーゴとなる貨物創出に向けた
取組を行う必要がある。また、インバウンド各市場における消費性向を
的確に把握し、輸出を見据えた取組や、沖縄を経由して輸出する必然性
を備えたモデル構築に向けて海外パートナーとの連携や定番化促進等マ
ーケット開拓に向けた取組が必要。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

社会資本・産業基盤の整備実 施 項 目：

国際物流関連ビジネスモデル創出事業（継続）重点施策事業名：

平成 28年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
国際物流拠点形成を推進する中で、沖縄の好調な観光や地場産業、国際物流拠

点機能と連携した海外ビジネスの展開の可能性を調査し、官民一体となった新た
なビジネスモデルの構築につなげることを目指す。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

国際物流 220,798 １ 国際物流関連 205,338 １ 国際物流関連 ☆
最終予算額関連ビジ ビジネスモデル ビジネスモデル

ネスモデ 創出事業 創出事業 220,798
ル創出事 執行率
業 ・中国向け輸出拡 ・中国向け輸出拡 93.0％

大モデル構築を支 大モデル構築にか 不用額
援する。 かる取組を支援し 15,460

た （５件）。

・物流関連ビジネ ・物流関連ビジネ
スモデル調査・実 スモデル調査・実
証を実施する。 証を実施した。

（ 4 0 f tコンテナ２台

を輸出）

・ O K I N A W A型イン ・インバウンドを
バウンド活用新ビ 対象とした海外販
ジネスモデルの構 路開拓にかかる取
築を支援する。 組を支援した。

（４件）

・沖縄を経由して ・沖縄を経由して
輸出するビジネス 輸出するビジネス
モデル案の実証を モデル案の実証を

。（ ）支援する。 支援した ４件

３ 事業の効果 /課題
(1) 国際物流関連ビジネスモデル創出事業
効果： 物流関連ビジネスモデルの構築について、中古車の輸出台数が増加し

つつある。また、インバウンド活用の観点から県産品の認知度向上、消
費拡大に取り組み、海外への販路拡大を図るとともに、物流関連産業振
興のため沖縄を経由して輸出する必然性を備えたビジネスモデル構築に
向けた取組を行った。
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課題： 海外向け取扱貨物量拡大に向けベースカーゴとなる貨物創出に向けた
取組を行う必要がある。また、インバウンド各市場における消費性向を
的確に把握し、輸出を見据えた取組や、沖縄を経由して輸出する必然性
を備えたモデル構築に向けて海外パートナーとの連携や定番化促進等マ
ーケット開拓に向けた取組が必要。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

沖縄らしい観光リゾート地の形成実 施 項 目：

展示会等総合推進事業（戦略的 MICE誘致促進事業 （継続）重点施策事業名： ）

平成 30年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
MICEを経済成長のプラットホームとして活用するための推進体制を構築し、展

示会誘致や開催支援等に取り組む。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

展示会等 20,922 １ 展示会等総合 15,718 １ 展示会等総合 ☆
最終予算額総合推進 推進事業（戦略 推進事業（戦略

事業（戦 的 MICE誘致促進 的 MICE誘致促進 20,922
略的 MICE 事業） 事業） 執行率
誘致促進 75.1％
事業） ・沖縄で開催可能 ・沖縄で開催可能 不用額

性のある展示会等 性のある展示会等 5,204
に対して、誘致や の有望案件につい
開催支援を行う。 て、主催者への誘

致 活 動 を 実 施 し
た （２件）。

・沖縄県内で開催
されている展示会
等について、開催
支援を実施した。
（１件）

３ 事業の効果 /課題
(1) 展示会等総合推進事業（戦略的 MICE誘致促進事業）

、効果： 国内外の展示会主催者への誘致活動や開催支援を実施することにより
展示会等開催地としての認知度向上や、沖縄での展示会等開催可能性を
高めることに繋がった。

課題： 展示会・商談会を経済成長のプラットフォームとして活用するために
は、日本とアジアの中心に位置する地理的優位性など、沖縄の強みを活
かした戦略的取組を行う必要がある。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

社会資本・産業基盤の整備実 施 項 目：

沖縄戦略的国際物流プラットホーム強化事業（新規）重点施策事業名：

令和元年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
国際航空貨物便の新規就航とともに、貨物利用運送事業者等の新規参入・規模

拡大によって、国際物流拠点としての機能強化に向けた実証事業を実施する。ま
た、誘致コンサル事業者を活用して、物流関連事業者等の誘致を強化し、那覇空
港を含む周辺地域に、臨空型産業の集積を促進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄戦略 １ 沖縄戦略的国 １ 沖縄戦略的国 ☆688,547 419,241

最終予算額的国際物 際物流プラット 際物流プラット
流プラッ ホーム強化事業 ホーム強化事業 462,836
トホーム 執行率
強化事業 ・那覇空港貨物上 ・那覇空港貨物タ 90.5％

屋 を 国 際 貨 物 施 ーミナル施設の一 不用額
設 物 流 モ デ ル の 部を借り上げ、必 43,595
拠 点 と し て 位 置 要な設備を整え、
づ け 、 国 際 航 空 入居事業者の公募
運 送 事 業 者 や 貨 等を行った。
物 利 用 運 送 事 業 また、物流関連
者 等 の 物 流 モ デ 事 業 者 等 に 対 し
ル 化 を 進 め 、 国 て、国内外でセミ
際 物 流 拠 点 と し ナー実施やＤＭ、
て の 機 能 強 化 に 電話、個別訪問等
向 け た 実 証 事 業 を行い、誘致活動
を実施する。 の強化を図った。
また、那覇空港

及びその周辺地域
に臨空型産業を集
積するため、誘致
コンサル事業者に
よる誘致活動を強
化

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄戦略的国際物流プラットホーム強化事業

、 （ 、 、効果：那覇空港貨物ターミナル施設へ ４社 製造業者 貨物利用運送事業者
貿易（卸売）業者）の入居が決定した。

課題：国際航空運送事業者の誘致を強化する必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

沖縄らしい観光リゾート地の形成実 施 項 目：

展示会等総合推進事業（戦略的 MICE誘致促進事業 （継続）重点施策事業名： ）

平成 30年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 アジア経済戦略課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
MICEを経済成長のプラットホームとして活用するための推進体制を構築し、展

示会誘致や開催支援等に取り組む。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

展示会等 20,922 １ 展示会等総合 15,718 １ 展示会等総合 ☆
最終予算額総合推進 推進事業（戦略 推進事業（戦略

事業（戦 的 MICE誘致促進 的 MICE誘致促進 20,922
略的 MICE 事業） 事業） 執行率
誘致促進 75.1％
事業） ・沖縄で開催可能 ・沖縄で開催可能 不用額

性のある展示会等 性のある展示会等 5,204
に対して、誘致や の有望案件につい
開催支援を行う。 て、主催者への誘

致 活 動 を 実 施 し
た （２件）。

・沖縄県内で開催
されている展示会
等について、開催
支援を実施した。
（１件）

３ 事業の効果 /課題
(1) 展示会等総合推進事業（戦略的 MICE誘致促進事業）

、効果： 国内外の展示会主催者への誘致活動や開催支援を実施することにより
展示会等開催地としての認知度向上や、沖縄での展示会等開催可能性を
高めることに繋がった。

課題： 展示会・商談会を経済成長のプラットフォームとして活用するために
は、日本とアジアの中心に位置する地理的優位性など、沖縄の強みを活
かした戦略的取組を行う必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

イノベーション創出人材育成事業（継続）重点施策事業名：

平成 30年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
起業家マインドを有する人材を継続的に育成・輩出する仕組み作りを推進し、

新たなベンチャービジネスや事業の開発等、イノベーションの創出を促進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

イノベー 24,399 １ イノベーショ 24,314 １ イノベーショ ☆
最終予算額ション創 ン創出人材育成 ン創出人材育成

出人材育 事業 事業 24,399
成事業 ・ 本 県 経 済 の 成 ・県内４拠点にお 執行率

長、産業の高度化 ける講座設置支援 99.7％
・高付加価値化、 及び自主講座を実 不用額
社会課題の解決等 施し、累計 1 , 02 0 85
を促進するため、 名が受講した。
起 業 家 マ イ ン ド ・ビジネストライ
（アントレプレナ アルプログラムに
ーシップ）を有す 支援対象者 12チー
る人材を継続的に ム 13名が起業・事
育成・輩出する仕 業化に向けて取り
組みの構築を図る 組み、ビジネスプ
とともに、イノベ ラコンテストを実
ーションの創出を 施。支援対象者の
促進する各種支援 うち５件の事業化
プログラム等を実 を達成した。
施する。 ・ メ ン タ ー の 発

掘、育成、連携を
図る組織の設置等
について、県内支
援機関と意見交換
した。

３ 事業の効果 /課題
(1) イノベーション創出人材育成事業
効果： 県内大学等が行う起業家マインドを有する人材育成の取組を支援する

とともに、ビジネストライアルプログラムによるビジネスプラン検証等
により５件の事業化を達成し、起業家人材を育成する仕組み作りを推進
した。

課題： 起業家人材を継続的・効果的に輩出する仕組み（起業家・ベンチャー
支援のエコシステム）を構築するため、メンターを県内で発掘・育成す
るとともに、メンター同士の連携強化を図る必要がある。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

戦略的産業振興施策検討調査事業（新規）重点施策事業名：

令和元年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
新たな沖縄振興計画の策定を見据え、今後の新たな施策展開に関する調査・検

討を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額戦略的産 15,000 １ 戦略的産業振 14,998 １ 戦略的産業振
業振興施 興施策検討調査 興施策検討調査 15,000
策検討調 事業 事業 執行率
査事業 99.9％

・次期沖縄振興計 ・次期沖縄振興計 不用額
画 の 策 定 を 見 据 画 の 策 定 を 見 据 2
え、施策案の検討 え、施策案の検討
と 実 現 可 能 性 調 と 実 現 可 能 性 調
査、有識者研究会 査、有識者研究会
の開催等を行う。 の 開 催 等 を 行 っ

た。

３ 事業の効果 /課題
(1) 戦略的産業振興施策検討調査事業
効果： 次期沖縄振興計画の策定に向けて、沖縄県を取り巻く環境や施策の動

向、本県の成長可能性などを鑑みた施策案等を提案した。
課題： 令和元年度末から発生した新型コロナウイルス感染症によって、急激

な社会生活の変化が生じている中、どのように施策案を反映していくの
か検討が必要である。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

イノベーション創出人材育成事業（継続）重点施策事業名：

平成 30年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
起業家マインドを有する人材を継続的に育成・輩出する仕組み作りを推進し、

新たなベンチャービジネスや事業の開発等、イノベーションの創出を促進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

イノベー 24,399 １ イノベーショ 24,314 １ イノベーショ ☆
最終予算額ション創 ン創出人材育成 ン創出人材育成

出人材育 事業 事業 24,399
成事業 ・ 本 県 経 済 の 成 ・県内４拠点にお 執行率

長、産業の高度化 ける講座設置支援 99.7％
・高付加価値化、 及び自主講座を実 不用額
社会課題の解決等 施し、累計 1 , 02 0 85
を促進するため、 名が受講した。
起 業 家 マ イ ン ド ・ビジネストライ
（アントレプレナ アルプログラムに
ーシップ）を有す 支援対象者 12チー
る人材を継続的に ム 13名が起業・事
育成・輩出する仕 業化に向けて取り
組みの構築を図る 組み、ビジネスプ
とともに、イノベ ラコンテストを実
ーションの創出を 施。支援対象者の
促進する各種支援 うち５件の事業化
プログラム等を実 を達成した。
施する。 ・ メ ン タ ー の 発

掘、育成、連携を
図る組織の設置等
について、県内支
援機関と意見交換
した。

３ 事業の効果 /課題
(1) イノベーション創出人材育成事業
効果： 県内大学等が行う起業家マインドを有する人材育成の取組を支援する

とともに、ビジネストライアルプログラムによるビジネスプラン検証等
により５件の事業化を達成し、起業家人材を育成する仕組み作りを推進
した。

課題： 起業家人材を継続的・効果的に輩出する仕組み（起業家・ベンチャー
支援のエコシステム）を構築するため、メンターを県内で発掘・育成す
るとともに、メンター同士の連携強化を図る必要がある。
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最終予算額60,388 ３ 浦添職業能力 53,701 ３ 浦添職業能力
開発校運営費 開発校運営費 60,948

・若年者、離転職 ・若年者、離転職 不用額
者及び在職者を対 者及び在職者を対 7,247
象に職業訓練を実 象に職業訓練を実
施し、技能労働者 施し、技能労働者
の育成を図ること の育成を図ること
により、就職を容 により、就職を容
易にし、職業の安 易にし、職業の安
定を図る。 定を図った。

入校者数： 137人
就職者数： 92人
就職率： 95.8％

両校計
入校者数： 324人
就職者数： 183人
就職率： 93.4％

31,595 ４ 若年無業者職 26,849 ４ 若年無業者職 ☆
最終予算額業基礎訓練事業 業基礎訓練事業

・ニート等の若年 ・ニート等の若年 31,595
無業者で就労支援 無業者で就労支援 不用額
が必要な者へ基礎 が必要な者へ基礎 4,746
的な職業訓練を実 的な職業訓練を実
施し、無業者状態 施し、無業者状態
からの改善を図る からの改善を図っ

た。
受講者数： 70人
改善人数： 62人
ﾆｰﾄ改善率：88.6％

３ 事業の効果 /課題
(1) 離職者等再就職訓練事業

効果： 就職を希望する離転職者へ、企業ニーズに即した機動的・効果的な職
業訓練を行うことにより、早期就職へ繋げることができた。

課題： 業界全体で人手不足感が強く、雇用が見込まれる業種の職業訓練コー
ス新設・増設が必要となっている。

(2) 具志川職業能力開発校運営費
効果： 技能労働者を志す者に対して職業訓練を実施することにより、社会の

求める人材として育成し、就職に結びつけた。
、課題： 時代のニーズに合った訓練科やカリキュラムを検討していくとともに

正規職業訓練指導員の確保及び資質向上により、訓練内容の質の向上を
図る必要がある。

(3) 浦添職業能力開発校運営費
効果： 技能労働者を志す者に対して職業訓練を実施することにより、社会の

求める人材として育成し、就職に結びつけた。
、課題： 時代のニーズに合った訓練科やカリキュラムを検討していくとともに

正規職業訓練指導員の確保及び資質向上により、訓練内容の質の向上を
図る必要がある。

(4) 若年無業者職業基礎訓練事業
効果： 就労のスキルが身についていない若年無業者に対して、基礎的な職業

訓練を実施し就職等に結び付け、無業者状態からの改善を行った。
課題： 若年無業者が訓練受講機会を確保できるように関係機関と調整し、訓

練時期や場所、定員を考慮し決定する。
４ その他

職業能力の開発は、求職者の就職先選択の幅を広げ、企業にとっては戦力を確

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

職業能力開発の充実（継続）重点施策事業名：

昭和 47年度～事 業 期 間：

商工労働部 労働政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
雇用のミスマッチを解消するため、県立能力開発校や民間教育訓練機関におい

て、雇用ニーズの高い職業訓練を実施するとともに、ニート等の若年無業者に対
する就労支援を行い、無業者状態からの改善を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額職業能力 641,508 471,618
開発の充 560,370
実 執行率

84.2％
不用額
88,752

最終予算額489,996 １ 離職者等再就 341,767 １ 離職者等再就
職訓練事業 職訓練事業 408,298

・離転職者を対象 ・離転職者を対象 不用額
に、民間教育訓練 に、民間教育訓練 66,531
機関を活用した訓 機関を活用した訓
練を実施し、技能 練を実施し、技能
習得及び早期就職 習得及び早期就職
を促進する。 を促進した。

受講者数： 906人
就職者数： 675人
就職率 ： 80.4％

最終予算額59,529 ２ 具志川職業能 49,301 ２ 具志川職業能
力開発校運営費 力開発校運営費 59,529

・若年者、離転職 ・若年者、離転職 不用額
者及び在職者を対 者及び在職者を対 10,228
象に職業訓練を実 象に職業訓練を実
施し、技能労働者 施し、技能労働者
の育成を図ること の育成を図ること
により、就職を容 により、就職を容
易にし、職業の安 易にし、職業の安
定を図る。 定を図った。

入校者数： 187人
就職者数： 91人
就職率 ： 91％

※入校者数には２
年制課程の１年生
を含む。
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最終予算額60,388 ３ 浦添職業能力 53,701 ３ 浦添職業能力
開発校運営費 開発校運営費 60,948

・若年者、離転職 ・若年者、離転職 不用額
者及び在職者を対 者及び在職者を対 7,247
象に職業訓練を実 象に職業訓練を実
施し、技能労働者 施し、技能労働者
の育成を図ること の育成を図ること
により、就職を容 により、就職を容
易にし、職業の安 易にし、職業の安
定を図る。 定を図った。

入校者数： 137人
就職者数： 92人
就職率： 95.8％

両校計
入校者数： 324人
就職者数： 183人
就職率： 93.4％

31,595 ４ 若年無業者職 26,849 ４ 若年無業者職 ☆
最終予算額業基礎訓練事業 業基礎訓練事業

・ニート等の若年 ・ニート等の若年 31,595
無業者で就労支援 無業者で就労支援 不用額
が必要な者へ基礎 が必要な者へ基礎 4,746
的な職業訓練を実 的な職業訓練を実
施し、無業者状態 施し、無業者状態
からの改善を図る からの改善を図っ

た。
受講者数： 70人
改善人数： 62人
ﾆｰﾄ改善率：88.6％

３ 事業の効果 /課題
(1) 離職者等再就職訓練事業

効果： 就職を希望する離転職者へ、企業ニーズに即した機動的・効果的な職
業訓練を行うことにより、早期就職へ繋げることができた。

課題： 業界全体で人手不足感が強く、雇用が見込まれる業種の職業訓練コー
ス新設・増設が必要となっている。

(2) 具志川職業能力開発校運営費
効果： 技能労働者を志す者に対して職業訓練を実施することにより、社会の

求める人材として育成し、就職に結びつけた。
、課題： 時代のニーズに合った訓練科やカリキュラムを検討していくとともに

正規職業訓練指導員の確保及び資質向上により、訓練内容の質の向上を
図る必要がある。

(3) 浦添職業能力開発校運営費
効果： 技能労働者を志す者に対して職業訓練を実施することにより、社会の

求める人材として育成し、就職に結びつけた。
、課題： 時代のニーズに合った訓練科やカリキュラムを検討していくとともに

正規職業訓練指導員の確保及び資質向上により、訓練内容の質の向上を
図る必要がある。

(4) 若年無業者職業基礎訓練事業
効果： 就労のスキルが身についていない若年無業者に対して、基礎的な職業

訓練を実施し就職等に結び付け、無業者状態からの改善を行った。
課題： 若年無業者が訓練受講機会を確保できるように関係機関と調整し、訓

練時期や場所、定員を考慮し決定する。
４ その他

職業能力の開発は、求職者の就職先選択の幅を広げ、企業にとっては戦力を確
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

雇用環境の改善（継続）重点施策事業名：

平成 25年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
従業員が働きがいを感じ、スキルアップとキャリア形成を行うことができる雇

用環境の構築と雇用の質の改善のため、県内企業における積極的な人材育成への
取り組みを支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

雇用環境 36,898 １ 県内企業雇用 35,088 １ 県内企業雇用 ☆
最終予算額の改善 環境改善支援事 環境改善支援事

業 業 36,898
( 1 )人材育成推進 ( 1 )人材育成推進 執行率
者養成講座を前期 者養成講座を前期 95.1％
と後期に分けて実 と後期に分けて各 不用額
施する。 期 10回実施し、全 1,810

51社、 75名が修了
した。

( 2 )優れた人材育 ( 2 )優れた人材育
成の取組みを行う 成の取組みを行う
企 業 を 認 証 す る 企 業 を 認 証 す る
「沖縄県人材育成 「沖縄県人材育成
企業認証制度」を 企業認証制度」を
前期と後期に分け 前期と後期に分け
て実施する。 て実施し、全 7社

を認証した。

３ 事業の効果 /課題
(1) 県内企業雇用環境改善支援事業
効果： 県内企業の人材育成の取り組みを支援し、従業員のスキルアップとキ

ャリア形成が実現できる働きがいのある企業とすることで、離職率と完
全失業率の低下が期待できる。

課題： 県内企業において本事業や人材育成の重要性が十分に浸透するよう、
引き続き、 WEB等を活用し、効果的な周知・広報を図る。

保できるという共通の利点がある。
地域における雇用情勢や企業ニーズ等を踏まえながら、今後も求職者の早期就

職に向けて事業を推進する。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

雇用環境の改善（継続）重点施策事業名：

平成 25年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
従業員が働きがいを感じ、スキルアップとキャリア形成を行うことができる雇

用環境の構築と雇用の質の改善のため、県内企業における積極的な人材育成への
取り組みを支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

雇用環境 36,898 １ 県内企業雇用 35,088 １ 県内企業雇用 ☆
最終予算額の改善 環境改善支援事 環境改善支援事

業 業 36,898
( 1 )人材育成推進 ( 1 )人材育成推進 執行率
者養成講座を前期 者養成講座を前期 95.1％
と後期に分けて実 と後期に分けて各 不用額
施する。 期 10回実施し、全 1,810

51社、 75名が修了
した。

( 2 )優れた人材育 ( 2 )優れた人材育
成の取組みを行う 成の取組みを行う
企 業 を 認 証 す る 企 業 を 認 証 す る
「沖縄県人材育成 「沖縄県人材育成
企業認証制度」を 企業認証制度」を
前期と後期に分け 前期と後期に分け
て実施する。 て実施し、全 7社

を認証した。

３ 事業の効果 /課題
(1) 県内企業雇用環境改善支援事業
効果： 県内企業の人材育成の取り組みを支援し、従業員のスキルアップとキ

ャリア形成が実現できる働きがいのある企業とすることで、離職率と完
全失業率の低下が期待できる。

課題： 県内企業において本事業や人材育成の重要性が十分に浸透するよう、
引き続き、 WEB等を活用し、効果的な周知・広報を図る。



－ 240 －

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

正規雇用の促進（継続）重点施策事業名：

平成 25年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
非正規従業員の正規化を図る企業に対し、研修費の助成や専門家派遣等の支援

に加え、若年者を正社員として雇用し、定着に繋げた企業に助成し、正規雇用の
推進を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額正規雇用 97,282 78,029
の促進 97,282

執行率
80.2%

不用額
19,253

21,111 １ 正規雇用化企 15,836 １ 正規雇用化企 ☆
最終予算額業応援事業 業応援事業

( 1 )正規雇用化を ( 1 )正規雇用化を 21,111
要件として従業員 要件として従業員 不用額
の研修に係る費用 の研修に係る費用 5,275
（ ） （ ）旅費及び宿泊費 旅費及び宿泊費
を補助する。 を補助した。

・正規雇用化数
39人

30,822 ２ 正規雇用化サ 30,519 ２ 正規雇用化サ ☆
最終予算額ポート事業 ポート事業

( 1 )既存従業員の ( 1 )既存従業員の 30,822
正規雇用化を検討 正規雇用化を検討 不用額
している企業に対 している企業に対 303
し、中小企業診断 し、中小企業診断
士等の専門家派遣 士等の専門家派遣
による経営改善等 による経営改善等
の支援を行い、正 の支援を行い、正
規 雇 用 化 に 繫 げ 規 雇 用 化 に 繫 げ
る。 た。

・支援企業 22社
・正規雇用化数

81名

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

ワーク・ライフ・バランス推進事業（継続）重点施策事業名：

平成 23年度～事 業 期 間：

商工労働部 労働政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
仕事と生活の両立に向け、働きやすい職場環境の整備促進を図るため、セミナ

、 、 。ー開催など普及啓発を図るとともに 専門家派遣を行い 企業の取組を支援する

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ワーク・ 15,101 １ ワーク・ライ 14,928 １ ワーク・ライ ★
最終予算額ライフ・ フ・バランス推 フ・バランス推

バランス 進事業 進事業 15,101
推進 執行率

セミナー開催や セミナー開催や 98.9％
企業へのアドバイ 企業へのアドバイ 不用額
ザー派遣により、 ザー派遣により、 173
ワーク・ライフ・ ワーク・ライフ・
バランスの普及啓 バランスの普及啓
発及び企業におけ 発及び企業におけ
る 取 組 を 推 進 す る 取 組 を 推 進 し
る。 た。

・セミナー ６回
・派遣企業 44社

３ 事業の効果 /課題
(1) ワーク・ライフ・バランス推進事業

効果： セミナー開催等によるワーク・ライフ・バランスの普及啓発や、企業
へのアドバイザー派遣等を通して、労働者の仕事と生活の調和に配慮し
た働きやすい職場環境の整備を促進するとともに、ワーク・ライフ・バ

（ ）ランスに積極的に取り組む企業 沖縄県ワーク・ライフ・バランス企業
として、新たに３社を認証した。

課題： 中小企業等におけるワーク･ライフ･バランスを推進するため、特に経
営者等への意識付けを図っていく必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

正規雇用の促進（継続）重点施策事業名：

平成 25年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
非正規従業員の正規化を図る企業に対し、研修費の助成や専門家派遣等の支援

に加え、若年者を正社員として雇用し、定着に繋げた企業に助成し、正規雇用の
推進を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額正規雇用 97,282 78,029
の促進 97,282

執行率
80.2%

不用額
19,253

21,111 １ 正規雇用化企 15,836 １ 正規雇用化企 ☆
最終予算額業応援事業 業応援事業

( 1 )正規雇用化を ( 1 )正規雇用化を 21,111
要件として従業員 要件として従業員 不用額
の研修に係る費用 の研修に係る費用 5,275
（ ） （ ）旅費及び宿泊費 旅費及び宿泊費
を補助する。 を補助した。

・正規雇用化数
39人

30,822 ２ 正規雇用化サ 30,519 ２ 正規雇用化サ ☆
最終予算額ポート事業 ポート事業

( 1 )既存従業員の ( 1 )既存従業員の 30,822
正規雇用化を検討 正規雇用化を検討 不用額
している企業に対 している企業に対 303
し、中小企業診断 し、中小企業診断
士等の専門家派遣 士等の専門家派遣
による経営改善等 による経営改善等
の支援を行い、正 の支援を行い、正
規 雇 用 化 に 繫 げ 規 雇 用 化 に 繫 げ
る。 た。

・支援企業 22社
・正規雇用化数

81名
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

非正規労働者処遇改善事業（継続）重点施策事業名：

平成 28年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 労働政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の非正規労働者等の処遇改善を図るため、専門家派遣による就業

規則の見直し等を支援するとともに、使用者向けセミナーの開催により労務管理
能力の向上等を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

非正規労 15,044 １ 非正規労働者 14,683 １ 非正規労働者 ☆
働者処遇 処遇改善事業 処遇改善事業 最終予算額
改善事業 15,044

・専門家派遣の実 ・専門家派遣の実 執行率
施及びセミナーを 施及びセミナーを 97.6％
開催する。 開催した。 不用額

361
・派遣企業 20社
・セミナー 10回

３ 事業の効果 /課題
(1) 非正規労働者処遇改善事業
効果： セミナーの開催により労働基準法等に定める労働条件等の周知・啓発

が図られたほか、専門家派遣の実施により労働環境の改善及び働きやす
い職場環境の促進が図られた。

課題： 県内中小企業に対し、労働条件の確保・改善の必要性について周知を
図り、本県において割合の高い非正規労働者が働きやすい職場環境を整
える必要がある。

最終予算額45,349 ３ 正社員雇用拡 31,674 ３ 正社員雇用拡
大助成金事業 大助成金事業 45,349

( 1 )若年者の正社 ( 1 )若年者の正社 不用額
員雇用を行う企業 員雇用を行う企業 13,675
に対して助成金を に対して助成金を
支給する。 支給した。

・正社員雇用者数
56人

３ 事業の効果 /課題
(1) 正規雇用化企業応援事業
効果： 正規雇用化を行う県内企業に対し、従業員の研修費用のうち宿泊費及

び旅費に対する助成を行うことで非正規社員の正規雇用化を図った。
課題： 本事業の活用促進に向け、業種毎の活用事例を含めた事業の周知、広

報の強化を図る必要がある。
(2) 正規雇用化サポート事業
効果： 既存従業員の正規雇用化を検討しているがコスト面等が課題となって

いる企業に対し、中小企業診断士等の専門家チームを派遣支援し経営改
善等を通じて非正規社員の正規雇用化を図った。

課題： 本県の非正規雇用の割合は全国と比べ依然として高く、更なる正規雇
用の拡大を図る必要がある。

(3) 正社員雇用拡大助成金事業
効果： 若年者の正社員雇用を行う企業に対し助成金を支給することで、正社

員就職機会の創出や職場定着の推進を図る。
課題： 本県の非正規雇用の割合は、全国と比べ特に若年者において高く、引

き続き、正社員就職機会の創出や職場定着の推進を図る必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

非正規労働者処遇改善事業（継続）重点施策事業名：

平成 28年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 労働政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の非正規労働者等の処遇改善を図るため、専門家派遣による就業

規則の見直し等を支援するとともに、使用者向けセミナーの開催により労務管理
能力の向上等を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

非正規労 15,044 １ 非正規労働者 14,683 １ 非正規労働者 ☆
働者処遇 処遇改善事業 処遇改善事業 最終予算額
改善事業 15,044

・専門家派遣の実 ・専門家派遣の実 執行率
施及びセミナーを 施及びセミナーを 97.6％
開催する。 開催した。 不用額

361
・派遣企業 20社
・セミナー 10回

３ 事業の効果 /課題
(1) 非正規労働者処遇改善事業
効果： セミナーの開催により労働基準法等に定める労働条件等の周知・啓発

が図られたほか、専門家派遣の実施により労働環境の改善及び働きやす
い職場環境の促進が図られた。

課題： 県内中小企業に対し、労働条件の確保・改善の必要性について周知を
図り、本県において割合の高い非正規労働者が働きやすい職場環境を整
える必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

雇用機会の創出、ミスマッチの解消（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
若年者や中高年、ひとり親世帯等の求職者の様々なニーズに対し、研修・訓練

やマッチング促進等のメニューを提供し、効果的な支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額雇用機会 208,352 178,422
の創出、 201,352
ミスマッ 執行率
チ解消 88.6％

不用額
22,930

103,193 １ 若年者ジョブ 81,193 １ 若年者ジョブ ☆
最終予算額トレーニング事 トレーニング事

業 業 96,193
( 1 ) 4 0歳未満の若 ・参加者数 60人 不用額
年者を対象とした ・新規就職者数 15,000
職場訓練等の実 52人
施

42,744 ２ ひとり親世帯 37,862 ２ ひとり親世帯 ☆
最終予算額・中高年齢者就 ・中高年齢者就

職総合支援事業 職総合支援事業 42,744
( 1 )ひとり親の方 ・参加者数 77人 不用額
と中高年齢者を対 ・新規就職者数 4,882
象とした託児機能 42人
付き事前研修と職
場訓練等を実施

23,114 ３ 地域巡回マッ 22,966 ３ 地域巡回マッ ☆
最終予算額チングプログラ チングプログラ

ム事業 ム事業 23,114
( 1 )県内５圏域に ・参加求職者数 不用額
おける合同就職説 433人 148
明・面接会 ・参加企業数

132社
・新規就職者数

31人

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

技能向上人材育成事業（新規）重点施策事業名：

令和元年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 労働政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
技能五輪開催の成果を次世代の若年技能者及び指導者に継承し、県内の技能尊

重気運を高め、県産業の持続的な発展につなげるための事業を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額技能向上 14,910 １ 技能向上人材 13,670 １ 技能向上人材
人材育成 育成事業 育成事業 14,910
事業 執行率

・技能五輪の成果 ・技能競技大会の 91.7％
継承として、おき 実施（令和元年 10 不用額
なわ技能競技大会 月 。 1,240）
の開催及びものづ ものづくり体験
く り イ ベ ン ト 実 教室実施（令和元
施、技能五輪全国 年 10月 。）
大会への継続的な 技能五輪全国大
派遣に向けた若年 会に 14職種 37名の
技能者の育成・強 選手を派遣（令和
化を行う。 元年 11月 。）

３ 事業の効果 /課題
(1) 技能向上人材育成事業
効果： 技能競技大会の実施により、技能水準の向上を図ることができた。ま

た、ものづくり体験教室の実施により、若年者に対するものづくり意識
の向上を図ることができた。

課題： 平成 30年度に実施した技能五輪おきなわ大会を一過性のものとせず、
大会の成果を広く県内に継承・発展させ、技能水準の向上及び県産業の
発展等につなげていくことが必要である。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

雇用機会の創出、ミスマッチの解消（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和２年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
若年者や中高年、ひとり親世帯等の求職者の様々なニーズに対し、研修・訓練

やマッチング促進等のメニューを提供し、効果的な支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額雇用機会 208,352 178,422
の創出、 201,352
ミスマッ 執行率
チ解消 88.6％

不用額
22,930

103,193 １ 若年者ジョブ 81,193 １ 若年者ジョブ ☆
最終予算額トレーニング事 トレーニング事

業 業 96,193
( 1 ) 4 0歳未満の若 ・参加者数 60人 不用額
年者を対象とした ・新規就職者数 15,000
職場訓練等の実 52人
施

42,744 ２ ひとり親世帯 37,862 ２ ひとり親世帯 ☆
最終予算額・中高年齢者就 ・中高年齢者就

職総合支援事業 職総合支援事業 42,744
( 1 )ひとり親の方 ・参加者数 77人 不用額
と中高年齢者を対 ・新規就職者数 4,882
象とした託児機能 42人
付き事前研修と職
場訓練等を実施

23,114 ３ 地域巡回マッ 22,966 ３ 地域巡回マッ ☆
最終予算額チングプログラ チングプログラ

ム事業 ム事業 23,114
( 1 )県内５圏域に ・参加求職者数 不用額
おける合同就職説 433人 148
明・面接会 ・参加企業数

132社
・新規就職者数

31人
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

新規学卒者の就職支援（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内の大学等に専任のコーディネーターを配置して個別密着の就職支援を実施

するなど、新規学卒者に対して総合的な就職支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

新規学卒 165,061 156,163 ☆
最終予算額者の就職

支援 165,061
執行率
94.6％
不用額
8,898

最終予算額85,294 １ 新規学卒者等 81,664 １ 新規学卒者等
総合就職支援事 総合就職支援事 85,294
業 業 不用額

( 1 )県内の大学に ・専任コーディネ 3,630
専任コーディネー ーター配置数
ターを配置し、学 ９人
生の就職支援を行 ・専任コーディネ
うほか、合同就職 ーター支援対象者
説明会・面接会の 837人
実施、定着支援を ・支援による就職
実施する。 者数

746人

最終予算額36,228 ２ おきなわ企業 35,831 ２ おきなわ企業
魅力発見事業 魅力発見事業 36,228

( 1 )県内の大学生 ・インターンシッ 不用額
等を対象に、企業 プ派遣者数 397
体験を実施し、幅 102名
広い職業観の育成 ・インターンシッ
を図る。 プ受入企業数

30社

最終予算額43,539 ３ 大学生等海外 38,668 ３ 大学生等海外
インターンシッ インターンシッ 43,539
プ事業 プ事業 不用額

( 1 )県内大学生等 ・短期インターン 4,871
を対象に、海外で シップ派遣者数 91
のインターンシッ 名
プを実施し、国際 ・インターンシッ

最終予算額39,301 ４ 生涯現役スキ 36,401 ４ 生涯現役スキ
ル活用型雇用推 ル活用型雇用推 39,301
進事業 進事業 不用額

( 1 )高 年 齢 者 の 継 ・支援企業数 2,900
続雇用と若年者の 40社
新規雇用の両立を ・新規就職者数
図りながら、世代 56人
間でのペア就労を
取り入れた企業に
対する助成金の支
給

３ 事業の効果 /課題
(1) 若年者ジョブトレーニング事業

効果： 若年求職者を対象に座学研修と短期雇用契約に基づく職場訓練を実施
し、継続雇用へと繋げた。

課題： 雇用情勢が改善し求職者は減少傾向にあるが、若年者の失業率や離職
率は高いことから、対象者への周知を工夫するほか、個々の課題に応じ
た就職支援を行う必要がある。

(2) ひとり親世帯･中高年齢者就職総合支援事業
効果： ひとり親の方や中高年齢者を対象に託児機能付きの事前研修と短期雇

用契約に基づく職場訓練を行い、継続雇用へと繋げた。
課題： 雇用情勢の改善を図るため、引き続き個々の課題に応じた就職支援を

行う必要がある。
(3) 地域巡回マッチングプログラム事業

効果： 各圏域ごとにマッチングの機会を提供することで、雇用情勢の改善へ
と繋げた。

課題： 雇用情勢の改善を図るため、引き続きマッチング効果を高めるための
取組が必要である。

(4) 生涯現役スキル活用型雇用推進事業
効果： 高齢者の雇用継続を確保しつつ、若年者の新規雇用の促進・スキルの

継承が図られ、企業の活性化につながった。
課題： 引き続き、高年齢者従業員の継続雇用と若年者の新規雇用の両立を図

りながら、若年者の人材育成、定着支援及び県内企業の活性化に繋げて
いく必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

新規学卒者の就職支援（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内の大学等に専任のコーディネーターを配置して個別密着の就職支援を実施

するなど、新規学卒者に対して総合的な就職支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

新規学卒 165,061 156,163 ☆
最終予算額者の就職

支援 165,061
執行率
94.6％
不用額
8,898

最終予算額85,294 １ 新規学卒者等 81,664 １ 新規学卒者等
総合就職支援事 総合就職支援事 85,294
業 業 不用額

( 1 )県内の大学に ・専任コーディネ 3,630
専任コーディネー ーター配置数
ターを配置し、学 ９人
生の就職支援を行 ・専任コーディネ
うほか、合同就職 ーター支援対象者
説明会・面接会の 837人
実施、定着支援を ・支援による就職
実施する。 者数

746人

最終予算額36,228 ２ おきなわ企業 35,831 ２ おきなわ企業
魅力発見事業 魅力発見事業 36,228

( 1 )県内の大学生 ・インターンシッ 不用額
等を対象に、企業 プ派遣者数 397
体験を実施し、幅 102名
広い職業観の育成 ・インターンシッ
を図る。 プ受入企業数

30社

最終予算額43,539 ３ 大学生等海外 38,668 ３ 大学生等海外
インターンシッ インターンシッ 43,539
プ事業 プ事業 不用額

( 1 )県内大学生等 ・短期インターン 4,871
を対象に、海外で シップ派遣者数 91
のインターンシッ 名
プを実施し、国際 ・インターンシッ
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

就業意識の向上（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
完全失業率を全国並に改善するため「みんなでグッジョブ運動」をはじめとし

た取り組みを企業や学校・教育機関、行政機関等の連携により実施し、県民一人
ひとりの就業意識の喚起を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額就業意識 100,255 93,305
の向上 100,255

執行率
93.0％

不用額
6,950

最終予算額25,683 １ みんなでグッ 24,766 １ みんなでグッ
ジョブ運動促進 ジョブ運動促進 25,683
事業 事業 不用額

( 1 )沖 縄 県 雇 用 対 ( 1 )沖 縄 県 雇 用 対 917
策推進協議会、幹 策推進協議会、幹
事会の開催 事会の開催

( 2 )グ ッ ジ ョ ブ ・ ( 2 )グ ッ ジ ョ ブ ・
スクールの開催、 スクールの開催
グッジョブ表彰の ・開催回数 ３回
実施、ＴＶ番組の ・参加者数 631人
作 成 ・ 放 送 (全 ８ グッジョブ表彰の
回） 実施

・受賞数：５者
ＴＶ番組の作成・
放送 (全８回）

( 3 )団 体 等 と の 連 ( 3 )団 体 等 と の 連
携の取り組みの実 携の取り組みの実
施 施

38,536 ２ 沖縄型産学官 36,298 ２ 沖縄型産学官 ☆
最終予算額･地 域 連 携 グ ッ ･地 域 連 携 グ ッ

ジョブ事業 ジョブ事業 38,536
( 1 )若 年 者 の 就 業 ・事業実施後のア 不用額
意識の向上を図る ンケートにおける 2,238
ために、地域にお 就業意識の改善
ける仕組み作りを 8割

感 覚 の 醸 成 を 図 プ 1ヶ月コース派
る。 遣者数 10名

３ 事業の効果 /課題
(1) 新規学卒者等総合就職支援事業
効果： 新規学卒者等に向けて総合的な就職支援を実施し就職に結びつけるこ

とができ、若年者の雇用情勢の改善が図られた。
課題： 若年者の雇用情勢は改善しつつあるが、新規学卒者の就職内定率や就

、職者の３年以内の離職率は全国と比べ依然として厳しい状況にあるため
引き続き新規学卒者等への就職支援を行う必要がある。

(2) おきなわ企業魅力発見事業
効果： 県内大学生等が本事業の企業体験等を通じて県内中小企業の魅力を知

り、また各企業を比較体験することで職業選択の幅を広げ、雇用のミス
マッチの解消および若年者就職促進に繋がることが期待できる。

課題： 新規学卒者の雇用情勢については、改善しつつあるとはいえ依然とし
て厳しい状況にあるため、引き続き事業を実施する必要がある。

(3) 大学生等海外インターンシップ事業
効果： グローバルな職業観等の育成により、若年者の国内外での就業機会を

獲得する積極性とチャレンジ精神の醸成が図られた。
課題： アジアを中心とした海外の経済成長を取り込むため、県内でのグロー

バル人材の需要が高まっており、国際感覚の醸成は引き続き必要な状況
となっている。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

就業意識の向上（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 雇用政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
完全失業率を全国並に改善するため「みんなでグッジョブ運動」をはじめとし

た取り組みを企業や学校・教育機関、行政機関等の連携により実施し、県民一人
ひとりの就業意識の喚起を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額就業意識 100,255 93,305
の向上 100,255

執行率
93.0％

不用額
6,950

最終予算額25,683 １ みんなでグッ 24,766 １ みんなでグッ
ジョブ運動促進 ジョブ運動促進 25,683
事業 事業 不用額

( 1 )沖 縄 県 雇 用 対 ( 1 )沖 縄 県 雇 用 対 917
策推進協議会、幹 策推進協議会、幹
事会の開催 事会の開催

( 2 )グ ッ ジ ョ ブ ・ ( 2 )グ ッ ジ ョ ブ ・
スクールの開催、 スクールの開催
グッジョブ表彰の ・開催回数 ３回
実施、ＴＶ番組の ・参加者数 631人
作 成 ・ 放 送 (全 ８ グッジョブ表彰の
回） 実施

・受賞数：５者
ＴＶ番組の作成・
放送 (全８回）

( 3 )団 体 等 と の 連 ( 3 )団 体 等 と の 連
携の取り組みの実 携の取り組みの実
施 施

38,536 ２ 沖縄型産学官 36,298 ２ 沖縄型産学官 ☆
最終予算額･地 域 連 携 グ ッ ･地 域 連 携 グ ッ

ジョブ事業 ジョブ事業 38,536
( 1 )若 年 者 の 就 業 ・事業実施後のア 不用額
意識の向上を図る ンケートにおける 2,238
ために、地域にお 就業意識の改善
ける仕組み作りを 8割
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課題： 産学官・地域連携協議会が未だ設置されていない町村の小中学校を重
点的に実施する必要がある。

(4) インターンシップ拡大強化事業
効果： 高校生が実際に就業を体験することによって、就業観の育成、視野の

拡大、就業意識の向上につながった。
課題： 県内の雇用情勢は改善しつつあるが、若年者については全国に比べて

依然として厳しい状況にあるため、県外での就業体験を通して、引き続
き若年者の就業観の育成や就業意識の向上を図るための支援を行う必要
がある。

推 進 し ､就 業 意 識 ・各地域における
向上に取り組む地 事業参加者数
域の支援に要する 1,549名
経費 ・各協議会間の連

携を図るコーディ
ネーター研修参加
者数 53名

25,946 ３ 未来の産業人 25,094 ３ 未来の産業人 ☆
最終予算額材育成事業 材育成事業

( 1 )産 業 界 と 学 校 小中学生を対象に 25,946
現場をつなぐコー 産業理解を促す取 不用額
ディネーターを配 組（職業人講話、 852
置し、小中学校で 出前講座、企業見
産業人材を育成す 学ツアー）を行っ
るための取り組み た。
を支援する。 ・事業参加児童数

延べ 6,548人
・実施校数

延べ 54校

最終予算額10,090 ４ インターンシ 7,147 ４ インターンシ
ップ拡大強化事 ップ拡大強化事 10,090
業 業 不用額

( 1 )ビ ジ ネ ス マ ナ ( 1 )ビ ジ ネ ス マ ナ 2,943
ーの事前研修 ーの事前研修

・本島地区、八重
山地区、宮古地区
の 計 ３ カ 所 で 実
施。

( 2 )県 外 企 業 に お ( 2 )県 外 企 業 に お
ける職場体験の実 ける職場体験の実
施 施

( 3 )派 遣 さ れ た 生 ( 3 )派 遣 さ れ た 生
徒による体験発表 徒による体験発表
会の実施 会の実施

・派遣人数
(14社 54人 )

３ 事業の効果 /課題
(1) みんなでグッジョブ運動促進事業

効果： 県内の経済団体や教育機関等各層を代表する機関で構成する沖縄県雇
用対策推進協議会及び同幹事会を開催し、雇用改善に向けた一体的な取
組を展開した。

課題： 雇用の拡大においては改善が見られる一方で、全国一高い非正規雇用
率など雇用の質の向上、若年者の早期離職率の高さなど、現状の課題へ
のより効果的で効率的な雇用対策を推進していく必要がある。

(2) 沖縄型産学官･地域連携グッジョブ事業
。効果： 小中学生や若年者など地域全体の就業意識の肯定的変化が期待できる

また、各地域の課題を自らの課題として取り組む産学官連携の仕組みの
構築により、雇用情勢の改善が期待できる。

課題： 補助終了後の継続的な協議会活動のため、効果的な側面支援を行って
いく必要がある。

(3) 未来の産業人材育成事業
効果： 各業界と連携し、小中学生や保護者への業界理解を促すことにより、

。県全体の雇用のミスマッチや業界の人材不足等の課題改善が期待できる
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課題： 産学官・地域連携協議会が未だ設置されていない町村の小中学校を重
点的に実施する必要がある。

(4) インターンシップ拡大強化事業
効果： 高校生が実際に就業を体験することによって、就業観の育成、視野の

拡大、就業意識の向上につながった。
課題： 県内の雇用情勢は改善しつつあるが、若年者については全国に比べて

依然として厳しい状況にあるため、県外での就業体験を通して、引き続
き若年者の就業観の育成や就業意識の向上を図るための支援を行う必要
がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

航空関連産業クラスター形成促進事業（継続）重点施策事業名：

平成 25年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 企業立地推進課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
那覇空港の航空機整備施設を拠点に航空関連産業クラスターを形成するため、

企業誘致や人材育成・確保に資する国内外でのプロモーション活動や広報活動等
を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

航空関連 28,336 １ 航空関連産 27,497 １ 航空関連産 ☆
最終予算額産業クラ 業クラスター 業クラスター

スター形 形成促進事業 形成促進事業 28,336
成促進事 執行率
業 ( 1 )国内外での ( 1 )国内外での 97.03％

展示会、セミナ 展示会、セミナ 不用額
ー等のプロモー ー等のプロモー 839
ション活動 ション活動

( 2 )航空関連産 ( 2 )航空関連産
業人材育成・確 業人材育成・確
保支援に向けた 保支援に向けた
関係機関と連携 関係機関と連携
した広報・周知 した広報・周知
（ ） （ ）等 教育機関等 等 教育機関等
の取組 の取組

３ 事業の効果 /課題
(1) 航空関連産業クラスター形成促進事業
効果： 航空関連産業クラスター（集積地）の形成を担う中核施設（航空機整

備施設）を整備し、入居企業並びに関連企業を誘致することにより、
さらなる投資促進、雇用効果等の経済波及効果が得られる。

課題： 航空関連産業クラスターの形成を図る上では、今後のさらなるニーズ
に対応できる施設整備や将来を見据えた展開用地の確保が課題となる。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

沖縄特区・地域税制等活用促進事業（継続）重点施策事業名：

平成 29年度～事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：
企画部 企画調整課
文化観光スポーツ部 MICE推進課

１ 事業の目的・内容
沖縄特区・地域税制等の県内外企業への普及啓発及び活用の促進を図るため、

「沖縄特区・地域税制活用ワンストップ相談窓口」を設置し、制度活用の相談業
務、制度説明会、戸別訪問を行うとともに、県知事認定に係る実施計画の作成支
援等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額沖縄特区 29,316 １ 沖縄特区・地 28,463 １ 沖縄特区・地
・地域税 域税制等活用促 域税制等活用促 29,316
制等活用 進事業 進事業 執行率
促進事業 97.1％

・ 沖縄特区・地 ・計画どおり事業 不用額「
域税制活用ワンス を実施した結果は 853
トップ相談窓口」 以下のとおり。
を設置し、制度活
用の相談業務、制 相談件数： 487件
度説明会、戸別訪 実施計画申請支援
問 を 行 う と と も 件数： 84件
に、県知事認定に 税理士相談件数：
係る実施計画の作 105件
成支援等を行う。 出張相談窓口相談

件数：９件
制度説明会：９回
個別企業訪問： 64
社

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄特区・地域税制等活用促進事業
効果： 他県には類のない高率の税額控除を受けることが出来る特区・地域制

度について、相談窓口を設置し、相談業務、制度周知活動、県知事の認
定申請を行う企業に対する申請書作成の相談・支援等を行うことで、県
内外企業の制度活用を促進し、企業の集積を図り、もって本県産業の振
興に寄与した。

課題： 前年度と比較し相談件数については概ね横ばいとなったが、実施計画
申請支援件数は大幅増となったことから、制度活用者がリピーター化し
ていること、一定程度周知が進んだことがうかがえる。
今後は関係団体と連携し、県内における活用企業の掘り起こしを主に

、 。行うと共に 誘致につながりそうな県外企業への周知を行う必要がある



－ 253 －

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

航空関連産業クラスター形成促進事業（継続）重点施策事業名：

平成 25年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 企業立地推進課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
那覇空港の航空機整備施設を拠点に航空関連産業クラスターを形成するため、

企業誘致や人材育成・確保に資する国内外でのプロモーション活動や広報活動等
を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

航空関連 28,336 １ 航空関連産 27,497 １ 航空関連産 ☆
最終予算額産業クラ 業クラスター 業クラスター

スター形 形成促進事業 形成促進事業 28,336
成促進事 執行率
業 ( 1 )国内外での ( 1 )国内外での 97.03％

展示会、セミナ 展示会、セミナ 不用額
ー等のプロモー ー等のプロモー 839
ション活動 ション活動

( 2 )航空関連産 ( 2 )航空関連産
業人材育成・確 業人材育成・確
保支援に向けた 保支援に向けた
関係機関と連携 関係機関と連携
した広報・周知 した広報・周知
（ ） （ ）等 教育機関等 等 教育機関等
の取組 の取組

３ 事業の効果 /課題
(1) 航空関連産業クラスター形成促進事業
効果： 航空関連産業クラスター（集積地）の形成を担う中核施設（航空機整

備施設）を整備し、入居企業並びに関連企業を誘致することにより、
さらなる投資促進、雇用効果等の経済波及効果が得られる。

課題： 航空関連産業クラスターの形成を図る上では、今後のさらなるニーズ
に対応できる施設整備や将来を見据えた展開用地の確保が課題となる。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

アクティブラーニング型工芸事業力養成事業（継続）重点施策事業名：

平成 30年度～令和元年度事 業 期 間：

商工労働部 ものづくり振興課（工芸振興センター）部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
深い学びを促す人材育成方法（アクティブラーニング）の導入により、現代お

よび将来のニーズに対応する工芸品の開発を行う事業者を育成する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

アクティ 21,145 １ アクティブラ 19,383 １ アクティブラ ☆
最終予算額ブラーニ ーニング型工芸 ーニング型工芸

ング型工 事業力養成事業 事業力養成事業 21,145
芸事業力 執行率
養成事業 ・自己プロデュー ・２つのコースに 91.7％

ス力や製品開発力 よる人材育成を実 不用額
を向上させる「工 施し、工芸事業企 1,762
芸 事 業 企 画 コ ー 画コース 12名、伝
ス」及び二次加工 統工芸活用技術コ
技術を向上させる ース 10名を育成し
「伝統工芸活用技 た。また当該のス
術コース」を実施 キルが向上した受
する。 講 者 割 合 に つ い

て、 80％以上とし
て当初目標を達成
した。

３ 事業の効果 /課題
(1) アクティブラーニング型工芸事業力養成事業
効果： ２コースで 22名を育成し、スキルが向上した受講者割合 80％以上と、

当初目標を達成した。これにより受講した工芸事業者の自己プロデュー
ス力や製品開発力を向上が図られた。

課題： 人材育成カリキュラムとして精査し、より効果的かつ効率的なものと
して、スキルが向上した受講者の割合増加を図る。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

事業承継等への支援（継続）重点施策事業名：

平成 29年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
小規模事業者等に対し後継者選定や事業承継計画作成等の支援を行い、円滑な

事業承継の促進による企業価値の維持拡大や雇用の維持を目指す。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額事業承継 31,000 １ 小規模事業者 30,427 １ 小規模事業者
等への支 等持続化支援事 等持続化支援事 31,000
援 業 業 執行率

98.1％
・事業承継アドバ ・事業承継アドバ 不用額
イザーを設置し、 イザーを設置し、 573
事業承継予定者に 事業承継予定者に
対して、主として 対して、主として
巡回訪問による事 巡回訪問による事
業承継計画策定等 業承継計画策定等
の指導を行う。ま の指導を行う。ま
た、事業承継及び た、事業承継及び
創業後概ね５年以 創業後概ね５年以
内の者に対しても 内の者に対しても
主として巡回によ 主として巡回によ
る 支 援 を 実 施 す る 支 援 を 実 施 し
る。 た。

・事業承継前
： 155件

・事業承継後
： 43件

・創業後： 80件

３ 事業の効果 /課題
(1) 小規模事業者等持続化支援事業
効果： 事業承継アドバイザーによる巡回指導等により、事業承継の円滑化に

よる企業価値や雇用の維持、創業後の廃業防止を図ることができた。
課題： 事業承継については、国事業の沖縄県事業承継ネットワークや事業引

継ぎ支援センターなど、関係機関の実施する支援策と連携して取り組み
を進めていく必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

アクティブラーニング型工芸事業力養成事業（継続）重点施策事業名：

平成 30年度～令和元年度事 業 期 間：

商工労働部 ものづくり振興課（工芸振興センター）部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
深い学びを促す人材育成方法（アクティブラーニング）の導入により、現代お

よび将来のニーズに対応する工芸品の開発を行う事業者を育成する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

アクティ 21,145 １ アクティブラ 19,383 １ アクティブラ ☆
最終予算額ブラーニ ーニング型工芸 ーニング型工芸

ング型工 事業力養成事業 事業力養成事業 21,145
芸事業力 執行率
養成事業 ・自己プロデュー ・２つのコースに 91.7％

ス力や製品開発力 よる人材育成を実 不用額
を向上させる「工 施し、工芸事業企 1,762
芸 事 業 企 画 コ ー 画コース 12名、伝
ス」及び二次加工 統工芸活用技術コ
技術を向上させる ース 10名を育成し
「伝統工芸活用技 た。また当該のス
術コース」を実施 キルが向上した受
する。 講 者 割 合 に つ い

て、 80％以上とし
て当初目標を達成
した。

３ 事業の効果 /課題
(1) アクティブラーニング型工芸事業力養成事業
効果： ２コースで 22名を育成し、スキルが向上した受講者割合 80％以上と、

当初目標を達成した。これにより受講した工芸事業者の自己プロデュー
ス力や製品開発力を向上が図られた。

課題： 人材育成カリキュラムとして精査し、より効果的かつ効率的なものと
して、スキルが向上した受講者の割合増加を図る。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

ベンチャー企業スタートアップ支援事業（継続）重点施策事業名：

平成 27年度～令和元年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
ベンチャー企業に対し、的確・迅速なハンズオン支援を行うとともに、起業啓

発等セミナーや相談会を開催する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ベンチャ 29,506 １ ベンチャー企 25,902 １ ベンチャー企 ☆
最終予算額ー企業ス 業スタートアッ 業スタートアッ

タートア プ支援事業 プ支援事業 29,506
ップ支援 執行率
事業 ・ 14件のビジネス ・ 14件のビジネス 87.8％

プラン（平成 29年 プラン（平成 29年 不用額
度採択：３件、平 度採択：３件、平 3,604
成 30年度採択： 11 成 30年度採択： 11

） 。件）について、引 件 を支援できた
き続き支援する。

・起業啓発等セミ ・起業啓発等セミ
ナーを開催し、 ナ ー を ５ 回 開 催
1 5 0名の参加を目 し、 3 8 8名の参加
指す。 があった。

３ 事業の効果 /課題
(1) ベンチャー企業スタートアップ支援事業

、効果： 知識・経験等を有する外部有識者で構成する目利き役委員会において
ベンチャー企業のビジネスプランを継続的に審査・採択・助言するとと
もに、専門的でタイムリーなハンズオン支援を行うことによってベンチ
ャー企業の自立的成長を促すことができた。また、起業・ベンチャー関
係のセミナー等を継続的に実施することによって、ビジネスプラン創出
の裾野を拡大させるとともに、スタートアップの機運を高めることがで
きた。

課題： ベンチャー企業を持続的に発掘し、育成するためには、スタートアッ
プ企業が成長しやすい環境や仕組み（ベンチャー・エコシステム）を構
築する必要がある。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

新産業事業化促進事業（新規）重点施策事業名：

令和元年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
沖縄をイノベーションの拠点とするため、技術力の高いベンチャー企業の優れ

た研究や研究成果の事業化について支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

新産業事 217,520 １ 新産業事業化 178,254 １ 新産業事業化 ☆
最終予算額業化促進 促進事業 促進事業

事業 217,520
・バイオ、ＩＴ、 ・事業計画検証ス 執行率
環境関連分野のベ テ ー ジ と し て 1 2 81.9％
ンチャー企業の優 件、研究開発実証 不用額
れた研究開発や研 ステージでは、５ 39,266
究成果の事業化を 件を採択し、研究
支援する。 開発に向けた評価

や研究成果の事業
化に対する支援を
行った。

３ 事業の効果 /課題
(1) 新産業事業化促進事業
効果： 研究開発の前に、ビジネスモデル等の事業計画を検証する事業計画検

証ステージでは 12件、事業計画検証後の研究開発支援を行う研究開発実
証ステージでは、５件を採択し、事業化に向けた支援を行った。
これらの支援により、ベンチャー企業の新事業・新商品による事業展

開が促進され、ベンチャー企業の育成・集積等が図られた。
課題： 単年度で研究開発補助期間を満了した企業においても、引き続き事業

化に向けた課題が生じる事案が多いため、継続的なフォローアップ支援
を行う必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

ベンチャー企業スタートアップ支援事業（継続）重点施策事業名：

平成 27年度～令和元年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
ベンチャー企業に対し、的確・迅速なハンズオン支援を行うとともに、起業啓

発等セミナーや相談会を開催する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ベンチャ 29,506 １ ベンチャー企 25,902 １ ベンチャー企 ☆
最終予算額ー企業ス 業スタートアッ 業スタートアッ

タートア プ支援事業 プ支援事業 29,506
ップ支援 執行率
事業 ・ 14件のビジネス ・ 14件のビジネス 87.8％

プラン（平成 29年 プラン（平成 29年 不用額
度採択：３件、平 度採択：３件、平 3,604
成 30年度採択： 11 成 30年度採択： 11

） 。件）について、引 件 を支援できた
き続き支援する。

・起業啓発等セミ ・起業啓発等セミ
ナーを開催し、 ナ ー を ５ 回 開 催
1 5 0名の参加を目 し、 3 8 8名の参加
指す。 があった。

３ 事業の効果 /課題
(1) ベンチャー企業スタートアップ支援事業

、効果： 知識・経験等を有する外部有識者で構成する目利き役委員会において
ベンチャー企業のビジネスプランを継続的に審査・採択・助言するとと
もに、専門的でタイムリーなハンズオン支援を行うことによってベンチ
ャー企業の自立的成長を促すことができた。また、起業・ベンチャー関
係のセミナー等を継続的に実施することによって、ビジネスプラン創出
の裾野を拡大させるとともに、スタートアップの機運を高めることがで
きた。

課題： ベンチャー企業を持続的に発掘し、育成するためには、スタートアッ
プ企業が成長しやすい環境や仕組み（ベンチャー・エコシステム）を構
築する必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

中小企業基盤強化・地域連携推進事業（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 マーケティング戦略推進課、中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内の中小企業者が抱える経営上の課題や業界課題の解決、中小企業支援等に

係る地域連携体制の構築を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

中小企業 504,700 408,205 ☆
最終予算額基盤強化

・地域連 504,700
携推進事 執行率
業 80.9％

不用額
96,495

最終予算額377,157 １ 中小企業課題 311,904 １ 中小企業課題
解決プロジェク 解決プロジェク 377,157
ト推進事業 ト推進事業 執行率

・県内中小企業者 ・県内中小企業者 82.6％
の経営上の課題や の経営上の課題や 不用額
業界課題の解決に 業界課題の解決に 65,253
資するプロジェク 資するプロジェク
トを広く公募・採 トを広く公募・採
択し、採択企業等 択し、採択企業等
に対する経営支援 に対する経営支援
とともにプロジェ とともにプロジェ
クト推進に要する クト推進に要する
経費を支援する。 経費を支援した (3

2件 )。
最終予算額127,543 ２ 地域ビジネス 96,301 ２ 地域ビジネス

力育成強化事業 力育成強化事業 127,543
・地域に根差した ・地域に根差した 執行率
中小企業支援等を 中小企業支援等を 75.5％
行う地域連携体制 行う地域連携体制 不用額
の取組に対し、地 の取組に対し、地 31,242
域連携に係るハン 域連携に係るハン
ズオン支援ととも ズオン支援ととも
に 経 費 を 支 援 す に経費を支援した
る。また、地域の (４件 )。また、地
小規模事業者によ 域の小規模事業者
る戦略的な経営管 による戦略的な経
理の普及促進を図 営管理の普及促進
る。 を図った (32社 )。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

ベンチャー企業マッチング支援事業（継続）重点施策事業名：

平成 27年度～令和４年度事 業 期 間：

商工労働部 産業政策課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
九州・山口各県と連携して、ベンチャー企業と投資家やビジネスパートナーが

集う「九州・山口ベンチャーマーケット」を開催し、県内ベンチャー企業の資金
調達や販路拡大等を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ベンチャ 1,278 １ ベンチャー企 1,050 １ ベンチャー企 ★
最終予算額ー企業マ 業マッチング支 業マッチング支

ッチング 援事業 援事業 1,278
支援事業 ・九州・山口各県 ・九州・山口各県 執行率

と連携して開催す と連携して 「九 82.2％、
る「九州・山口ベ 州・山口ベンチャ 不用額
ンチャーマーケッ ーマーケット」を 228
ト」の経費を支出 開催し、県内から
し、県内ベンチャ は、４社の企業が
ー企業の資金調達 出展した。
や販路拡大等を支
援する。

３ 事業の効果 /課題
(1) ベンチャー企業マッチング支援事業
効果： 九州・山口各県が選抜した有望なベンチャー企業が参加するイベント

を各県と連携して開催することで、沖縄県が独自で開催する場合と比較
して、注目度の高いイベントを実施することができた。
また、従来は接触する機会が得られなかった県外の投資家やビジネス

パートナー候補企業とのマッチング機会が高まり、参加する企業の資金
調達や事業展開につなげることができた。

課題： 県内参加企業の資金調達機会を増やすため、参加企業の企画提案レベ
ルの向上を図る必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

中小企業基盤強化・地域連携推進事業（継続）重点施策事業名：

平成 24年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 マーケティング戦略推進課、中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内の中小企業者が抱える経営上の課題や業界課題の解決、中小企業支援等に

係る地域連携体制の構築を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

中小企業 504,700 408,205 ☆
最終予算額基盤強化

・地域連 504,700
携推進事 執行率
業 80.9％

不用額
96,495

最終予算額377,157 １ 中小企業課題 311,904 １ 中小企業課題
解決プロジェク 解決プロジェク 377,157
ト推進事業 ト推進事業 執行率

・県内中小企業者 ・県内中小企業者 82.6％
の経営上の課題や の経営上の課題や 不用額
業界課題の解決に 業界課題の解決に 65,253
資するプロジェク 資するプロジェク
トを広く公募・採 トを広く公募・採
択し、採択企業等 択し、採択企業等
に対する経営支援 に対する経営支援
とともにプロジェ とともにプロジェ
クト推進に要する クト推進に要する
経費を支援する。 経費を支援した (3

2件 )。
最終予算額127,543 ２ 地域ビジネス 96,301 ２ 地域ビジネス

力育成強化事業 力育成強化事業 127,543
・地域に根差した ・地域に根差した 執行率
中小企業支援等を 中小企業支援等を 75.5％
行う地域連携体制 行う地域連携体制 不用額
の取組に対し、地 の取組に対し、地 31,242
域連携に係るハン 域連携に係るハン
ズオン支援ととも ズオン支援ととも
に 経 費 を 支 援 す に経費を支援した
る。また、地域の (４件 )。また、地
小規模事業者によ 域の小規模事業者
る戦略的な経営管 による戦略的な経
理の普及促進を図 営管理の普及促進
る。 を図った (32社 )。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

沖縄型 ECスキル普及・連携支援事業（新規）重点施策事業名：

令和元年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の EC市場競争力を高めるための事業者向け実践的研修の実施およ

びＥＣ市場展開・販路拡大プロジェクトの支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄型 EC 46,865 １ 沖縄型 ECスキ 22,173 １ 沖縄型 ECスキ ☆
最終予算額スキル普 ル普及・連携支 ル普及・連携支

及・連携 援事業 援事業 46,865
支援事業 執行率

・県内中小企業の ・県内中小企業の 47.3％
EC市場競争力を高 EC市場競争力を高 不用額
めるため、レベル めるため、レベル 24,692
別・地区別に実践 別・地区別に実践
的研修を実施し、 的研修を実施し、

。また、育成効果と 265名が受講した
販路拡大力をより また、育成効果と
高めるため、研修 販路拡大力をより
と合わせ、一定レ 高めるため、研修
ベルに達した個別 と合わせ、一定レ
の受講者や小規模 ベルに達した個別
事業者連携体等の の受講者に対し、
EC販路拡大プロジ 13者へ補助を行っ
ェクトに対する補 た。小規模事業者
助を行う。 連携体等への支援

については、連携
体構成に係る調整
等に時間を要した
ことにより、事業
実施期間が確保出
来なかった為、未
達成となった。

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄型 ECスキル普及・連携支援事業
効果： 実践的研修及び補助金を交付することにより、知識の習得のみに止ま

らない実践による育成効果を得ることができた。
課題： 研修会において、本島では３地域（北部・中部・南部）で開催してい

るが、地区別での参加事業者数に偏りが見られるため、グループワーク
等のより実践的な研修において地区ごとに研修環境に差が出る可能性が
ある為、ｅラーニング研修等を含め、参加しやすい環境を検討する必要
がある。

３ 事業の効果 /課題
(1) 中小企業課題解決プロジェクト推進事業
効果： 販売額増加見込額 ５億円、新規雇用者数 48人増
課題： 事業の更なる周知を図り、効果・実現可能性の高いプロジェクトの掘

り起こしに努める。
(2) 地域ビジネス力育成強化事業
効果： 地域連携の取組件数４件、戦略的な経営管理の普及促進に係る支援件

数 32社
課題： より具体的かつ現実的なビジョンを持って各連携体がプロジェクトを

進められるよう、応募時から地域連携についてのブラッシュアップを行
う期間を設けるほか、地域連携を推進できる人材の育成を図る。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

沖縄型 ECスキル普及・連携支援事業（新規）重点施策事業名：

令和元年度～令和３年度事 業 期 間：

商工労働部 中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の EC市場競争力を高めるための事業者向け実践的研修の実施およ

びＥＣ市場展開・販路拡大プロジェクトの支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄型 EC 46,865 １ 沖縄型 ECスキ 22,173 １ 沖縄型 ECスキ ☆
最終予算額スキル普 ル普及・連携支 ル普及・連携支

及・連携 援事業 援事業 46,865
支援事業 執行率

・県内中小企業の ・県内中小企業の 47.3％
EC市場競争力を高 EC市場競争力を高 不用額
めるため、レベル めるため、レベル 24,692
別・地区別に実践 別・地区別に実践
的研修を実施し、 的研修を実施し、

。また、育成効果と 265名が受講した
販路拡大力をより また、育成効果と
高めるため、研修 販路拡大力をより
と合わせ、一定レ 高めるため、研修
ベルに達した個別 と合わせ、一定レ
の受講者や小規模 ベルに達した個別
事業者連携体等の の受講者に対し、
EC販路拡大プロジ 13者へ補助を行っ
ェクトに対する補 た。小規模事業者
助を行う。 連携体等への支援

については、連携
体構成に係る調整
等に時間を要した
ことにより、事業
実施期間が確保出
来なかった為、未
達成となった。

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄型 ECスキル普及・連携支援事業
効果： 実践的研修及び補助金を交付することにより、知識の習得のみに止ま

らない実践による育成効果を得ることができた。
課題： 研修会において、本島では３地域（北部・中部・南部）で開催してい

るが、地区別での参加事業者数に偏りが見られるため、グループワーク
等のより実践的な研修において地区ごとに研修環境に差が出る可能性が
ある為、ｅラーニング研修等を含め、参加しやすい環境を検討する必要
がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

新製品等開発成果展開事業（継続）重点施策事業名：

平成 29年度～令和元年度事 業 期 間：

商工労働部 中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
新商品や新製品を開発した中小企業者等で協議会を構成し 協議会の組織化 事、 （

） 、 、 。業協同組合の設立 を図り 業種横断的に持続的 自発的な販路拡大に取り組む

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

新製品等 20,000 １ 新製品等開発 19,999 １ 新製品等開発 ★
最終予算額開発成果 成果展開事業 成果展開事業

展開事業 20,000
・専任コーディネ ・専任コーディネ 執行率
ーターを配置し、 ー タ ー １ 名 配 置 99.9％
支援対象事業者の し、支援対象事業 不用額
構成員が主体的、 者の構成員が主体 1
効率的かつ効果的 的、効率的かつ効
な販路開拓に取り 果的な販路開拓に
組めるよう支援す 取り組めるよう支
る。 援を行い、県外展

示会へ９回出店し
た。

３ 事業の効果 /課題
(1) 新製品等開発成果展開事業
効果： 県外展示会への出展９回、協議会への参加企業が 25社となり、事業協

同組合の設立に向けた取組が順調に進んでいる。
課題： 持続的・自発的な販路拡大に向けて、引き続き中小企業団体中央会と

連携を図りながら、中小企業者への支援を行う必要がある。

新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

中小企業経営革新強化支援事業（継続）重点施策事業名：

平成 26年度～事 業 期 間：

商工労働部 中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
新製品の開発や新サービスの提供等、新たな取組を行う中小企業者が経営革新

計画を策定する中で、専門家によるアドバイスを実施し、経営革新計画承認の支
援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

最終予算額中小企業 36,879 １ 中小企業経営 31,666 １ 中小企業経営
経営革新 革新強化支援事 革新強化支援事 36,879
強化支援 業 業 執行率
事業 85.8％

・中小企業等経営 ・中小企業等経営 不用額
強化法に基づき、 強化法に基づき、 5,213
地域産業の活性化 地域産業の活性化
を図る目的で新商 を図る目的で新商
品や新サービスの 品や新サービスの
提供など、中小企 提供など、中小企
業 の 新 た な 取 組 業 の 新 た な 取 組
（経営革新）を経 （経営革新）を経
営革新計画として 営革新計画として
承認する。 57件承認した。

・経営革新計画の ・補助金 21者に対
実施に要する経費 して交付した。
の一部について補
助を実施する。

３ 事業の効果 /課題
(1) 中小企業経営革新強化支援事業
効果： 中小企業等が行う新たな取組を評価し、政府系金融機関の低金利融資

等の支援措置を実施することで、承認企業の着実な成長・発展を促すこ
とができた。

課題： 経営革新制度は、中小企業の収益性等の向上に、一定の役割を果たし
ていることから、引き続き、各金融機関や商工会・商工会議所等に対し
て周知をしていく必要がある。
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新時代沖縄」の到来基 本 項 目：「

産業の振興と雇用の創出・安定実 施 項 目：

新製品等開発成果展開事業（継続）重点施策事業名：

平成 29年度～令和元年度事 業 期 間：

商工労働部 中小企業支援課部 課 等 名：

１ 事業の目的・内容
新商品や新製品を開発した中小企業者等で協議会を構成し 協議会の組織化 事、 （

） 、 、 。業協同組合の設立 を図り 業種横断的に持続的 自発的な販路拡大に取り組む

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 元 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

新製品等 20,000 １ 新製品等開発 19,999 １ 新製品等開発 ★
最終予算額開発成果 成果展開事業 成果展開事業

展開事業 20,000
・専任コーディネ ・専任コーディネ 執行率
ーターを配置し、 ー タ ー １ 名 配 置 99.9％
支援対象事業者の し、支援対象事業 不用額
構成員が主体的、 者の構成員が主体 1
効率的かつ効果的 的、効率的かつ効
な販路開拓に取り 果的な販路開拓に
組めるよう支援す 取り組めるよう支
る。 援を行い、県外展

示会へ９回出店し
た。

３ 事業の効果 /課題
(1) 新製品等開発成果展開事業
効果： 県外展示会への出展９回、協議会への参加企業が 25社となり、事業協

同組合の設立に向けた取組が順調に進んでいる。
課題： 持続的・自発的な販路拡大に向けて、引き続き中小企業団体中央会と

連携を図りながら、中小企業者への支援を行う必要がある。


